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技術に関する事業

技術に関する 

事業名 
E.太陽光発電出力予測技術開発実証事業 

上位施策名 再生可能エネルギーの安定供給確保 

担当課 資源エネルギー庁 電力基盤整備課 

事業の目的・概要 

太陽光発電大量導入時に必須となる、太陽光発電の出力状況把握や出力予測のための技術開発を行

う。 

予算額等（補助（補助率：1/2）） （単位：千円） 

開始年度 終了年度 事前評価時期 中間評価時期 事業実施主体 

平成２３年度 平成２５年度 平成２２年度 平成２５年度 東京大学等 

H23FY 予算額 H24FY 予算額 H25FY 予算額 総予算額 総執行額 

100,000 90,000 33,000 223,000 137,765 

参考資料３－１

IMCA3257
長方形

IMCA3257
ノート注釈
IMCA3257 : Marked
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目標・指標及び成果・達成度 

(1) 全体目標に対する成果・達成度 
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(2) 目標及び計画の変更の有無 

 なし 

 

 

＜共通指標＞ 

論文数 

18 

 

 

総合評価概要 

将来的な再生可能エネルギーの有効利用に備えて、太陽光発電に不可欠な出力予測技術の開発は重要 

であり、本技術の必要性や有効性は高く評価できる。また、大学や企業に加えて電力 10 社が参加する

実施体制も十分であると考える。 

 太陽光発電の出力の予想精度が向上すると、太陽光発電の供給力への参入がより正確にできるように 

なり、系統容量に対する太陽光発電の導入可能量の拡大、系統全体の効率化などの成果が期待できるこ 

とから、国策として推進されている再生可能エネルギーの導入拡大策の一環として、国が取り組むべき 
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技術開発分野と考えられる。 

 なお、本技術の最終目標である発電出力の予測は、日射量などの気象データから推定されるもので、

長期間にわたる高精度な観察が不可欠であり、3年間という短時間に信頼できる日射量データベースの

構築が可能であるのかがまず疑問である。また、気象モデルから日射量を推定する技術に関しても、特

に新規性は認められず、一つの組織で考案・検討された成果が中心であり、大掛かりな実施体制を必要

とする成果であるとは判断できない。実施者間の連携が有効に機能しているのか疑問が残る。 

当該研究は先行研究が多数存在することが考えられ、それらの成果がどのように利用されているの

か、あるいはこれからどのように利用しようしているのかも不明である。基礎研究が多く、事業化に向

けての道のりはまだ相当長いと考えられる。 

 

今後の研究開発の方向等に関する提言 

 産官学の様々な実施者によるオープンイノベーションの促進、公的資金による研究の成果は公共財で 

あるとの認識による成果・データに対するオープンアクセスの提供などの実現を期待する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



xxxviii 
 

評点結果 

 

 
評点法による評点結果 

（Ｅ 太陽光発電出力予測技術開発実証事業） 

  評点 
Ａ 

委員 

Ｂ 

委員 

Ｃ 

委員 

Ｄ 

委員 

Ｅ 

委員 

Ｆ 

委員 

Ｇ 

委員 

 １．事業の目的・政策的位置付けの妥当性 2.43  3  2  3  2  2  3  2  

 ２．研究開発等の目標の妥当性 1.86  2  1  2  2  2  3  1  

 ３．成果、目標の達成度の妥当性 1.86  2  1  2  2  2  2  2  

 ４．事業化、波及効果についての妥当性 1.86  2  2  2  3  1  2  1  

 ５．研究開発ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･体制･資金･費用対効果等の妥

当性 
2.00  2  2  3  2  1  3  1  

 ６．総合評価 2.00  2  2  2  2  2  3  1  

 

  

        

         

         

         

         

         




